
群馬県再犯防止推進計画
～円滑な社会復帰を支援するために～

概要版

計画策定の趣旨

計画の目標

基本方針及び重点課題

　（国）再犯防止推進計画（平成29年12月15日閣議決定）を踏まえ、本県における再犯の防止等の
施策の現状を考慮し、今後に向けた基本的な方向性や県の取組等を定め、再犯の防止等に関する
施策を総合的かつ計画的に推進できるよう計画を策定します。

　犯罪や非行をした人たちが、社会において孤立することなく、円滑に社会復帰できるよう支援
することにより、県民が犯罪による被害を受けることを防止し、安全で安心して暮らせる社会の
実現を目指します。

基本方針Ⅰ
国及び民間団体等との緊密な連
携の強化

基本方針Ⅱ
分かりやすく効果的な広報等に
よる、再犯の防止等に関する取
組への県民の理解と関心の醸成

基本方針Ⅲ
地域の状況及び社会情勢等に応
じた効果的な施策の実施

高齢者又は障害のある人への支援

学校等における修学支援の実施等

特性に応じた効果的な支援等の実施

薬物依存を有する人への支援

【重点課題４　保健医療・福祉サービスの利用の促進のための取組】

【重点課題５　学校等における修学支援の実施等への取組】

【重点課題６　犯罪や非行をした人たちの
　　　　　　　特性に応じた効果的な支援等の実施への取組】

① 関係機関における福祉的支援の実施体制等の充実
② 福祉サービス等の利用に関する関係機関との連携の強化

① 児童生徒の非行の未然防止
② 非行による学校教育の中断の防止等
③ 学校や地域社会において再び学ぶための支援

① 特性に応じた支援等の実施

① 治療・支援等を提供する保健・医療機関等の充実
② 薬物依存症の治療・支援等ができる人材の育成

１

１

１

群馬県 生活文化スポーツ部 人権男女・多文化共生課

http://www.pref.gunma.jp

前橋市大手町１－１－１

TEL.027-897-2687

重点課題３
就労・住居の確保への取組

重点課題２
民間協力者の活動の促進、広報・啓発活
動の推進のための取組

重点課題４
保健医療・福祉サービスの利用の促進の
ための取組

重点課題６
犯罪や非行を人たちの特性に応じた効果的
な支援等の実施への取組

重点課題５
学校等における修学支援の実施等への取組

重点課題１
国・民間団体等との連携強化への取組
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群馬県の刑法犯認知件数・検挙件数の推移（2008～2017）
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群馬県内再犯者率の推移（2008～2017）
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計画期間

計画の対象者

再犯防止等に関わる現状等

犯罪や非行をした人たちの置かれた状況

重点課題に対する取組項目

達成目標（指標）

国・民間団体等との連携の強化

民間協力者の活動の促進

就労の確保

広報・啓発活動の推進

住居の確保

【重点課題１　国・民間団体等との連携強化への取組】

【重点課題２　民間協力者の活動の促進、
　　　　　　　　　　　広報・啓発活動の推進のための取組】

【重点課題３　就労・住居の確保への取組】

2019年度～ 2023年度（５年間）

　本計画の対象者は、起訴猶予者、執行猶予者、罰金・科料を受けた者、矯正施設出所者、非行
少年若しくは非行少年であった者で、本県において、就労・住居の確保や保健医療・福祉サービス、
修学等の支援が必要な人とします。

　本県の刑法犯の認知件数は、2004年をピークに、2005年以降13年連続で減少し、2017年は
13,105件（前年比－901件）と、戦後最少となりました。また、検挙率は52.6%（前年比＋2.6ポイ
ント）と、2007年以降最高値を記録しました。　
　一方で、刑法犯検挙人員に占める再犯者の人員の比率（再犯者率）は、近年５割近い高い水準で
推移しています。

① 地域のネットワークの構築
② 市町村再犯防止推進計画の策定の促進
③ 市町村、関係機関・団体との連携の強化

① 民間ボランティアの確保
② 民間ボランティアの活動に対する支援の充実

① 就職に向けた相談・支援等の充実
② 新たな協力雇用主の開拓・確保
③ 犯罪や非行をした人たちを雇用する企業等の社会的評価の向上等
④ 就職後の職場定着に向けたフォローアップの充実
⑤ 福祉的な支援が必要な人に対する就労支援

① 再犯の防止等に関する広報・啓発活動の推進

① 地域社会における定住先の確保

再犯防止推進計画を策定した県内市町村の数
基準値　0市（2018年度）→12市（2023年度）

　犯罪や非行をした人たちの中には、貧困、疾病、障害、アルコールや薬物への依存等のために、
仕事や住まいが確保できない等、地域社会において生活をすることが困難な状況にある人も多く、
それ故に再び罪を犯してしまうという悪循環を繰り返している人が少なくありません。
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